
島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (�)
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島根県が出資する法人の健全な運営に関する条例施行規則 (人 事 課) �

島根県営住宅条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則 (建 築 住 宅 課) �

� �

生活保護法の規定による介護機関の指定 (健康福祉総務課) �

生活保護法の規定による指定介護機関の所在地変更の届出 ( 〃 ) �

土地改良区の役員の退任 (農 村 整 備 課) �

県営土地改良事業計画の変更 ( 〃 ) �

保安林予定森林 (森 林 整 備 課) �

保安林の指定施業要件の変更 ( 〃 ) �

土地収用法の規定に基づく事業の認定 (用 地 対 策 課) �

道路の区域の変更 (道 路 維 持 課) �

道路の供用開始 ( 〃 ) �

都市計画事業変更の認可 (都 市 計 画 課) 	

� �

土地立入りの許可 (用 地 対 策 課) 


� �

平成��年�月��日付け島根県報第�����号中 (森 林 整 備 課) �

平成��年�月�	日付け島根県報第����
号中 (警 察 本 部) �
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◇������������� !"#$���
%&�� (規則第�号)

� 規則の概要

� 経営評価の実施 (第�条関係)

経営評価の評価事項を定めるとともに､ 評価対象法人は､ 経営評価報告書を知事が別に定める様式によ

り､ 毎会計年度終了後�月以内に提出しなければならないこととした｡

� 知事等による評価の基準 (第�条関係)

基準は知事が別に定め､ 評価対象法人に通知することとした｡

� 評価調書等の提出 (第�条関係)

評価調書及び経営評価報告書の提出及び公表は､ 毎会計年度終了後�月以内に行うこととした｡

� 施行期日

平成��年�月�日から施行することとした｡

◇���"'(�
�)*+,����
�%&-.+/0��� (規則第�号)

島根県営住宅条例の一部を改正する条例の施行期日は､ 平成��年�月�日とすることとした｡
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平成��年�月��日 (金)
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(毎週火・金曜日発行)
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島 根 県 報

� �

島根県が出資する法人の健全な運営に関する条例施行規則をここに公布する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������

島根県が出資する法人の健全な運営に関する条例施行規則

(目的)

�	
 この規則は､ 島根県が出資する法人の健全な運営に関する条例 (平成��年島根県条例第��号｡ 以下 ｢条例｣ とい

う｡ ) の施行に関し必要な事項を定めるものとする｡

(経営評価の実施)

��
 条例第�条第�項の規定により行う経営評価の評価事項は､ 次に掲げるとおりとする｡

� 組織の体制

� 事業の実績

� 財務の状況

	 条例第�条第	項の規定による経営評価報告書の提出は､ 知事が別に定める様式により､ 毎会計年度終了後�月以内

に行うものとする｡

(知事等による評価の基準)

��
 条例第
条第�項の基準は､ 知事が別に定め､ 条例第	条第	項に規定する評価対象法人に通知するものとする｡

(評価調書等の提出)

��
 条例第�条の規定による評価調書及び経営評価報告書の提出及び公表は､ 毎会計年度終了後�月以内に行うもの

とする｡


 �

この規則は､ 平成��年�月�日から施行する｡

島根県営住宅条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則をここに公布する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������

島根県営住宅条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則

島根県営住宅条例の一部を改正する条例 (平成��年島根県条例第��号) の施行期日は､ 平成��年�月�日とする｡

� �

����������

生活保護法 (昭和��年法律第���号) 第��条の	第�項の規定により､ 同法による介護扶助を担当する機関を次のとお

り指定したので､ 同法第��条の	第�号の規定により告示する｡

平成��年�月��日

第�
���号 平成��年�月��日(�)



島 根 県 報

��������	


生活保護法 (昭和��年法律第���号) 第��条の�第�項において準用する同法第��条の�の規定により､ 次のとおり指

定介護機関の所在地の変更の届出があったので､ 同法第��条の�第�号の規定により告示する｡

平成��年	月��日

���������


土地改良法 (昭和��年法律第�
�号) 第��条第��項の規定により､ 次の土地改良区から役員の退任の届出があったので､

同条第��項の規定により告示する｡

平成��年	月��日

島根県知事 澄 田 信 義

益田市土地改良区

退任した役員の氏名及び住所

理事

大畑 守正 益田市中吉田町���番地

���������


土地改良法 (昭和��年法律第�
�号) 第��条の	第
項の規定に基づき､ 注連川地区を受益地域とする区画整理事業

(県営ほ場整備事業) の計画を変更したので､ 同条第�項において準用する同法第��条第�項の規定により､ 次のとおり

関係書類を縦覧に供する｡

なお､ 当該事業の利害関係人で当該事業計画の変更に異議のあるものは､ 縦覧期間満了後��日以内に申し出られたい｡

平成��年	月��日

島根県知事 澄 田 信 義


 縦覧に供する書類の名称

注連川地区区画整理事業 (県営ほ場整備事業) 変更計画書の写し

第�����号 平成��年	月��日 (�)

指定訪問看護事業者・居宅介護事業
者・居宅介護支援事業者

実施する事業

訪問看護ステーション・居宅介護事業
所・居宅介護支援事業所 指 定

年月日
名 称

主たる事務所の
所在地

名 称 所 在 地

株式会社 原商
八束郡宍道町大字白石
��番地��

福祉用具貸与 株式会社 原商
八束郡宍道町大字白石
��番地��

平成��年

月
日

指定訪問看護事業者・居宅介護
事業者・居宅介護支援事業者

実施する事業

訪問看護ステーション・居宅介護事業所・居宅介
護支援事業所 変 更

年月日
名 称

主たる事務所の
所在地

名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

有限会社 幸久
の家

大田市久利町久
利�
�番地

居宅介護支援
事業

幸久の家 居宅
介護支援事業所

大田市大田町吉
永����―�

大田市久利町久
利�
�番地

平成��年
	月
日

有限会社 幸久
の家

大田市久利町久
利�
�番地

通所介護
幸久の家 デイ
サービスセン
ター

大田市大田町吉
永����―�

大田市久利町久
利�
�番地

平成��年
	月
日



島 根 県 報

� 縦覧の期間

告示の日から��日間

� 縦覧の場所

六日市町役場

��������	


次の森林を保安林予定森林としたから､ 森林法 (昭和��年法律第���号) 第�	条の�第
項の規定により告示する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義


 保安林予定森林の所在場所

簸川郡多伎町大字奥田儀���､ ���	

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は､ 定めない｡

イ 主伐として伐採をすることができる立木は､ 当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする｡

ウ 間伐に係る森林は､ 次のとおりとする｡

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする｡

( ｢次のとおり｣ は､ 省略し､ その関係書類を島根県庁及び多伎町役場に備え置いて縦覧に供する｡ )

���������


森林法 (昭和��年法律第���号) 第��条の�第
項の規定により保安林の指定施業要件を変更するので､ 同法第��条の

�において準用する同法第��条第�項において準用する同条第
項の規定により告示する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義


 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所と指定の目的 次に掲げる告示で定めるところによる｡

平成��年�	月��日島根県告示第���号

� 変更に係る指定施業要件

� 立木の伐採の方法 変更しない｡

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする｡

( ｢次のとおり｣ は､ 省略し､ その関係書類を島根県庁及び美都町役場に備え置いて縦覧に供する｡ )

���������


土地収用法 (昭和��年法律第���号｡ 以下 ｢法｣ という｡ ) 第�	条の規定に基づき事業の認定をしたので､ 次のとおり

告示する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義


 起業者の名称

第�
���号 平成��年�月��日(�)



島 根 県 報

大社町

� 事業の種類

国立公園地内緑の再生事業 (多目的広場整備)

� 起業地

イ 収用の部分

島根県簸川郡大社町大字日御碕字折谷地内

ロ 使用の部分

島根県簸川郡大社町大字日御碕字折谷地内

� 事業の認定をした理由

� 法第��条第�号の要件への適合性について

国立公園地内緑の再生事業 (多目的広場整備) (以下 ｢本件事業｣ という｡ ) は､ 法第�条第��号に掲げる ｢地方

公共団体が設置する公園､ 緑地､ 広場､ 運動場｣ に関する事業に該当するため､ 法第��条第�号の要件を充足するも

のと判断される｡

� 法第��条第�号の要件への適合性について

本件事業の起業者である大社町は､ 国庫補助金､ 地方債､ 一般財源により財源措置を講じることとしているので､

法第��条第�号の要件を充足するものと判断される｡

� 法第��条第�号の要件への適合性について

① 本件事業は､ 多目的に利用できる土のグラウンドを整備するものであり､ 学校教育における活用や地区住民の交

流活動の場としての利用が見込まれることから､ 本件事業を施行することにより得られる利益は相当程度存するも

のと考えられる｡

② 一方､ 本件事業を施行するにあたり､ 自然公園法に基づく所定の手続がとられていること､ 動植物調査の結果か

ら環境に与える影響は軽微であると考えられること､ 起業地の選定にあたり､ 複数の候補地の中から社会的条件､

技術的条件及び経済的条件等を比較検討した結果それらの条件を最も良く満たすものを採用していること等に鑑み

れば､ 本件事業の施行により失われる利益については､ 軽微なものであると考えられる｡

③ ①で述べた得られる利益と②で述べた失われる利益とを比較衡量した結果､ 前者が後者に優越すると認められる｡

よって､ 本件事業は法第��条第�号の要件を充足するものと判断される｡

� 法第��条第�号の要件への適合性について

本件事業の起業地が位置する簸川郡大社町日御碕地区は､ 学校施設 (小学校・幼稚園) のグラウンドが狭いうえ緑

地公園的なものがない現状にある｡ このため､ 学校教育における運動活動に支障が生じているだけでなく地区住民同

士の交流活動も停滞しており､ 地区住民から公園・子供の遊び場・運動場等の整備について非常に強い要望があるこ

とから､ 本件事業は､ 早急に施行されるべき事業と認められる｡

また､ 本件事業に係る起業地は､ 施設規模及び利用目的等から勘案し､ 必要最小限度の範囲であると認められる｡

さらに､ 収用の範囲は､ 恒久的に設置される施設の用に供する起業地の範囲にあり､ それ以外の範囲は使用として

いることから､ 収用又は使用の別についても合理的であると認められる｡

よって､ 土地を収用し､ 又は使用する公益上の必要があると認められるため､ 法第��条第�号の要件を充足するも

のと判断される｡

� 結論

既述のとおり､ 本件事業は法第��条各号の要件を充足するものと判断される｡

よって､ 本件事業について､ 法第��条の規定に基づき､ 事業の認定をするものである｡

� 法第�	条の�第�項の規定による図面の縦覧場所

大社町役場

第
���
号 平成
	年�月
�日 (�)



島 根 県 報

��������	


道路の区域を次のように変更したので､ 道路法 (昭和��年法律第���号) 第��条第�項の規定に基づき告示する｡

その関係図面は､ 告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する土木建築事務所又は土木事務所

において一般の縦覧に供する｡

平成��年	月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


道路の供用を次のように開始するので､ 道路法 (昭和��年法律第���号) 第��条第
項の規定に基づき告示する｡

第�����号 平成��年	月��日(�)

道路の
種 類

路 線 名

道 路 の 区 域 管轄する土
木建築事務
所又は土木
事務所の名
称

備 考
区 間

変更前
後の別

敷地の幅員 延 長

一般国道 ���号

邑智郡桜江町大字坂本

���番地先から同町大
字大貫���番
地先ま
で

前
メートル

����～
�����

メートル
������

川 本 土 木
建築事務所

道路改良工事

拡幅後
�����～

�����
������

〃 ���号
益田市横田町��
番	

地先から同市隅村町
����番��地先まで

前
����～

�����
��������

益 田 土 木
建築事務所

〃

〃後
�����～

�����
��������

県 道 川本波多線
邑智郡邑智町大字高畑


�番�地先から同大
字

�番�地先まで

前 ����� ������
川 本 土 木
建築事務所

〃

減幅後
����～

�����
������

〃 益田澄川線

益田市下波田町���番
�地先から同町
��番
	地先まで

前

���～

�����

�����

益 田 土 木
建築事務所

〃

拡幅後
����～

�����

�����

益田市下波田町���番
�地先から同町���番
�地先まで

前
����～

�����

����� 〃

〃後
����～

�����

�����

〃
須川谷日原
線

鹿足郡日原町大字日原
字村松���番	地先か
ら同字���番	地先ま
で

前
����～

�����

����

津和野土木
事 務 所

〃

〃後
����～


����

����

鹿足郡日原町大字日原
字村松���番�地先か
ら同字���番
地先ま
で

前
����～

����

���� 〃

〃後
����～

����

����



島 根 県 報

その関係図面は､ 告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する土木建築事務所又は土木事務所

において一般の縦覧に供する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	


都市計画法 (昭和��年法律第���号) 第��条第	項の規定により､ 都市計画事業の事業計画の変更を認可したので､ 同

第�
���号 平成��年�月��日 (�)

道路の
種 類

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 延 長
供用開始
年 月 日

管轄する土木建
築事務所又は土
木事務所の名称

備 考

一般国道 ���号
邑智郡桜江町大字坂本����番地先から
同大字大貫���番
地先まで

メートル
������

平成��年
�月��日

川 本 土 木
建築事務所

〃 ���号
邑智郡大和村大字長藤���番�地先か
ら同大字���番	地先まで

������
平成��年
�月��日

〃

〃 ���号
益田市横田町���番�地先から同市隅
村町����番��地先まで

�
������
平成��年
�月��日

益 田 土 木
建築事務所

県 道
掛合上河井
線

飯石郡吉田村大字吉田����番	地先か
ら同大字����番	地先まで

������
平成��年
�月��日

木 次 土 木
建築事務所

〃 松江木次線
大原郡大東町大字薦沢���番	地先か
ら同町大字須賀���番�地先まで

�
������ 〃 〃

〃 安来木次線
大原郡木次町大字寺領���番�地先か
ら同大字���番�先まで

������ 〃 〃

〃 宮内掛合線
飯石郡掛合町大字穴見���番	地先か
ら同大字���番
地先まで

����� 〃 〃

〃 〃
飯石郡掛合町大字穴見���番
地先か
ら同大字���番
地先まで

����� 〃 〃

〃
上久野大東
線

大原郡大東町大字清田��番
地先から
同大字��番
地先まで

����� 〃 〃

〃
吉田三刀屋
線

飯石郡三刀屋町大字多久和����番�地
先から同町大字粟谷���番	地先まで

������ 〃 〃

〃 川本波多線
邑智郡邑智町大字高畑���番	地先か
ら同大字���番��地先まで

������
平成��年
�月��日

川 本 土 木
建築事務所

〃 益田澄川線
益田市下波田町���番	地先から同町
���番�地先まで

������
平成��年
�月��日

益 田 土 木
建築事務所

〃 〃
益田市下波田町���番�地先から同町
���番	地先まで

������ 〃 〃

〃
美濃地石見
横田停車場
線

益田市美濃地町イ���番�地先から同
町イ���番�地先まで

������
平成��年
�月��日

〃

〃
須川谷日原
線

鹿足郡日原町大字日原字村松���番�

地先から同地番先まで
�����

平成��年
�月��日

津和野土木
事 務 所

〃 〃
鹿足郡日原町大字日原字村松���番�

地先から同字���番
地先まで
����� 〃 〃



島 根 県 報

条第�項において準用する同法第��条第�項の規定により次のとおり告示する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 施行者の名称

仁多町

� 都市計画事業の種類及び名称

仁多都市計画公園事業

�・�・�号 三成公園

� 事業施行期間

昭和�	年��月
日から

平成��年�月��日まで


 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

なし

� �

土地収用法 (昭和��年法律第���号) 第��条の規定により､ 土地立入りの許可をしたので､ 同条第
項の規定により次

のとおり公告する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 起業者の名称

中国電力株式会社

� 事業の種類

特別高圧送電線 島根原子力線新設工事

� 立ち入ろうとする土地の区域

松江市東持田町字鏡谷､ 字袈堀､ 字青梨子､ 字後平､ 字懸橋､ 字権現､ 字藪蔵､ 字樸ヶ谷､ 字原朴ヶ谷､ 字井手川､

字大谷､ 字杉谷､ 字常熊､ 字無傳下､ 字納蔵､ 字納蔵上､ 字御崎谷､ 字向山､ 字横手下､ 字笠谷､ 字吉廻､ 字才部田､

字小谷､ 字焼柱､ 字青梨子向､ 字青梨子上､ 字大峯､ 字瀧ヶ谷､ 字棚後谷､ 字砥石､ 字赤松ヶ谷､ 字納蔵西及び字戸岸､

坂本町字沢､ 字沢奥､ 字立丁､ 字角田､ 字原代､ 字榎ヶ坪､ 字大原代､ 字大原代下､ 字大道上､ 字京田､ 字原ノ前､ 字

恵作田､ 字實無シ､ 字沢下及び字沢尻､ 下東川津町字禿ノ前､ 字櫻田､ 字善徳､ 字杓田､ 字西谷､ 字小松谷､ 字奥小松

谷､ 字寺山､ 字沓輪谷､ 字車尻､ 字山ノ神谷､ 字奥ノ谷及び字後山､ 川原町字尾才尻､ 字堤下､ 字轡谷､ 字葛葉谷､ 字

後谷､ 字床､ 字元宮､ 字尾茂祖谷､ 字土井屋敷､ 字堤ケ谷､ 字亀ケ谷､ 字家奥､ 字現白､ 字宮ノ前､ 字宮ノ上､ 字奥原､

字水谷､ 字小屋谷､ 字桐木谷､ 字本林及び字小澁､ 上本庄町字荒船､ 新庄町字川原内南平､ 字川原内､ 字川原内左ノ谷､

字セキ谷､ 字大内原北平､ 字島谷､ 字大内原､ 字大内原南平､ 字カナクソ谷及び字竹ノ谷､ 上宇部尾町字倉見谷､ 字奥

古谷､ 字嵩平､ 字瀧ノ下､ 字雀ヶ谷､ 字大澁谷､ 字嵩､ 字大谷､ 字境谷､ 字才ノタワ及び字佛谷､ 大海崎町字中滑山及

び字小滑山､ 大井町字大谷及び字明曽並びに朝酌町字東平地内


 立ち入ろうとする期間

平成��年
月�日から平成��年�月��日まで

第�����号 平成��年�月��日(	)



島 根 県 報

� �

平成��年�月��日付け島根県報第�����号中に誤りがあったので､ 次のように訂正する｡

平成��年�月�	日付け島根県報第����
号に誤りがあったので､ 次のように訂正する｡

第�����号 平成��年�月��日 (�)

五
ペ
ー
ジ

上 段

終
わ
り
か
ら
十

行

浜
田
市
上
府
町
イ
二
一
九
六
の

三

(

次
の
図
に
示
す
部
分
に
限

る
。)

誤

浜
田
市
上
府
町
イ
二
一
九
六
の

三

正

ページ 行 誤 正

�	 下から� 警察部会計課長 警務部会計課長
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